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項 　目 課税の基礎
税　　　　率

医 療
給 付 費 分

後 期 高 齢 者
等 支 援 金 分

介 護
納 付 金 分

所得割
所得に応じて計算
〔前年の総所得金額等－基礎控除（33
万円）〕×税率

7.00％ 1.65％ 2.30％

資産割
資産に応じて計算
固定資産税額（償却資産除く）×税率

14.00％ 3.00％ 3.50％

均等割
加入者数に応じて計算
加入者数×税額

25,200 円 6,000 円 9,600 円

平等割 １世帯あたり 19,900 円 4,700 円 5,300 円

課　税　限　度　額 510,000 円 140,000 円 120,000 円

　１年間にどの程度医療費が
必要かという「総医療費」

などの見通しを立てます。

　「総医療費」から国や市の負担分などを差し引いた金
額が、「保険税の総額」となり
ます。

今年の「総医
療費」は…？！

　保険税の総額を、医療給付
費分・後期高齢者等支援金

分・介護納付金分の項目ごとに、
所得割・資産割・均等割・平等
割に割り振ります。

④

＊国民健康保険税の決まり方＊

問 国保・医療課 ☎82‐6690　 
　 税務課 ☎82‐1001（代表）

①

②

③

　

国
民
健
康
保
険
（
国
保
）
は
、
み

な
さ
ん
が
保
険
税
を
負
担
し
、
病
気

や
け
が
を
し
た
と
き
の
医
療
費
の
負

担
を
軽
く
し
よ
う
と
い
う
助
け
合
い

の
制
度
で
す
。

　

加
入
者
の
高
齢
化
や
医
療
技
術
の

高
度
化
に
よ
り
、
医
療
費
が
毎
年
増

加
し
、
市
の
国
保
財
政
は
厳
し
い
状

態
で
す
。
国
保
財
政
の
健
全
化
の
た

め
に
、
保
険
税
収
納
率
の
向
上
、
健

康
づ
く
り
事
業
の
推
進
な
ど
に
取
り

組
ん
で
い
ま
す
。
み
な
さ
ん
の
ご
理

解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

■対象となる方
次の①から③のすべてに該当する方。
①雇用保険受給資格者証の「離職理由」が
　解雇・雇い止めなどの理由に該当してい
　ること
②平成 21 年３月 31 日以降の失業である
　こと
③失業時点で 65 歳未満であること

国
民
健
康
保
険
税
は
必
ず
納
め
ま
し
ょ
う
！

必
要
な
と
き
に　

必
要
な
ひ
と
が　

必
要
な
医
療
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
に

納
税
義
務
者
は
「
世
帯
主
」
で
す

　

被
保
険
者
一
人
ひ
と
り
が
個
別
に

納
め
る
の
で
は
な
く
、
世
帯
ま
と
め

て
世
帯
主
が
納
め
ま
す
。
世
帯
主
が

国
保
に
加
入
し
て
い
な
く
て
も
、
家

族
に
1
人
で
も
国
保
加
入
者
が
い
れ

ば
、
納
税
通
知
は
世
帯
主
に
送
ら
れ

ま
す
。

所
得
が
一
定
基
準
以
下
の
場
合　

　

は
、
国
保
税
が
減
額
さ
れ
ま
す

　

前
年
度
の
合
計
所
得
金
額
が
一
定

基
準
以
下
の
場
合
は
、
平
等
割
額
と

均
等
割
額
が
減
額
（
７
割
・
５
割
・

２
割
）
さ
れ
ま
す
。

※
所
得
申
告
さ
れ
て
い
な
い
場
合

は
、
減
額
さ
れ
ま
せ
ん
。

４
月
か
ら
特
定
同
一
世
帯
の
平
等　

　

割
の
軽
減
措
置
が
拡
充
さ
れ
ま
し
た

　　

同
じ
世
帯
の
国
保
被
保
険
者
が
国

保
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移

行
し
た
こ
と
で
、
同
じ
世
帯
の
国
保

被
保
険
者
が
１
人
と
な
る
場
合
は
、

平
等
割
が
２
分
の
１
と
な
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
５
年
経
過
後
は
、
８
年
を

経
過
す
る
ま
で
の
間
、
平
等
割
が
４

分
の
１
に
軽
減
さ
れ
ま
す
。

＊倒産・解雇などによる離職や雇い止めなどにより離職された
方は国保税が軽減されます＊

平成 21 年３月 31 日以降に会社の倒産・解雇などにより離職された方で、
雇用保険の受給資格がある方が国保に加入された場合は、国保税が軽減
されます。※軽減を受けるためには、申請が必要です。

■軽減額
失業された方の前年度所得を 100 分の 30
とみなして計算します。
■軽減期間
離職日の翌日～翌年度末
【例】
平成 24 年３月 31 日～平成 25 年３月 30
日の離職された方は、平成 24・25 年度の
国保税を軽減します。　

＊便利な口座振替、コンビニ納付をご利用ください＊

国保税が年金から徴収されます

65 ～ 74 歳までの世帯主の方で、次の①～
④のすべてに当てはまる方は、特別徴収（年
金からの引落とし）となりますが、申請に
より口座振替に変更することができます。
①世帯主が国民健康保険の被保険者とな　
っていること
②世帯内の国民健康保険の方全員が 65　
歳以上 75 歳未満であること
③特別徴収の対象となる年金額が 18 万　
円以上であり、国民健康保険税と世帯主の
介護保険料と合わせて、年金額の２分の１
を超えないこと
④世帯主が 75 歳到達年度でないこと
※上記以外の方は、従来と同様の納付方法
（口座振替または直接納付）となります。

世帯の保険税額が決定します。便利

軽減

＊平成 25年度の税率＊

問税務課 ☎82‐1001（代表）

● 国保財政の健全化のためにできること

①日頃から健康の維持・増進をここ
　ろがけ、年に一度は健診を受けま  
  しょう！

②上手に医療を受けましょう
　「休日や夜間の受診」を見直しましょう
　「かかりつけ医」をもちましょう
　「多受診」はやめましょう

コンビニエンスストア（コンビニ）で
納 付ができます！

お仕事などの都合で、金融機関や市役所に
行くのが難しい場合に、コンビニでいつで
も納付できます。
※コンビニでの納付は、読み取り用バーコ
ードの印字があり、コンビニ利用期限内の
納付書で、金額が 30 万円を超えないものが
利用できます。

納付書を１年分まとめて送付して  
います

今月送付した各納期別の納付書は、１年分
をまとめたものです。大切に保管し、納め
る納期の順番を間違えないように注意して
ください。

月割課税…年度（４月～翌年３月）途中で国保に加入・喪失された方は、月割計
算のうえ、課税されます。

■市税は納期内に納めましょう…市税を滞納すると督促状や催告書が送られるほか、
本来納めるべき税額のほかに延滞金もあわせて納めていただくことになります。
市政の円滑な推進に市税が有効に活用されるよう、納期内に納付しましょう。

市民税・県民税（普通徴収）及び国民健康保険税の１期の
納期は７月１日（月）です
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